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第１条（契約の成立） 
 

１  この取引は株式会社八十二長野銀行（以下、「銀行」という。）が契約内容を表示

するＷｅｂ画面上において、借主が契約内容に同意した時点で、借主と銀行の間で

契約手続きは完了するものとし、借入金が借主名義の預金口座に入金となった時点

で契約が成立するものとします。 

２  借主と銀行の間で契約内容等について疑義が生じた場合には、銀行が保存する電

磁的記録等の記録内容を正当なものとして取り扱うものとします。 

 

 

第１条の２（借入金の受領方法） 
 

１  この契約による借主の借入金の受領方法は、銀行における借主名義の預金口座へ

の入金の方法によるものとします。 

２  銀行は、この契約による借主の借入金について、その借入金の入金がなされた借

主名義の預金口座から、預金通帳、同払戻請求書または小切手によらず、借主が振

込依頼書で指図した振込金額を払い戻しのうえ、当該振込依頼書による振込金に充

当することができるものとします。 

 

 

第２条（元利金返済額等の自動支払） 
 

１  借主は、元利金の返済のため、各返済日（返済日が銀行の休日の場合には、その

日の翌営業日。以下同じ）までに毎回の元利金返済額相当額を返済用預金口座に預

け入れておくものとします。 

２  銀行は、各返済日に預金通帳、同払戻請求書または小切手によらず返済用預金口

座から払い戻しのうえ、毎回の元利金の返済にあてるものとします。ただし、返済

用預金口座の残高が毎回の元利金返済額に満たない場合には、銀行はその一部の返

済にあてる取扱いはせず、返済が遅延することとなります。 

３  第１項による預け入れが各返済日より遅れた場合には、銀行は元利金返済額と損

害金の合計額をもって第２項と同様の取扱いができるものとします。 

４  銀行は、この契約に関して借主の負担となる一切の費用について、返済日にかか

わらず第２項と同様に、返済用預金口座から払い戻しのうえ、これに充当すること 
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第３条（繰り上げ返済） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  借主が、この契約による債務を期限前に繰り上げて返済できる日は各返済日とし、

この場合には繰上返済日の１４日前までに銀行へ通知するものとします。 

２  借主が繰上返済をする場合には、繰上返済日における別にお知らせした銀行所定

の手数料を支払うものとします。 

３  一部繰上返済をする場合には、第１項から第２項および上表のほか、銀行所定の

方法により取り扱うものとします。なお、同表と異なる取扱いによる場合には、

銀行と協議するものとします。 

 

 

第４条（利率の変更） 
 

利率は変更しないものとします。ただし、金融情勢の変化その他相当の事由がある

場合には、銀行は利率を一般に行われる程度のものに変更することができるものとし

ます。変更にあたっては、あらかじめ書面により通知するものとします。 

 

 

第５条（担保） 
 

１  借主または保証人の信用不安、担保価値の減少等この契約による債権の保全を必

要とする相当の事由が生じ、銀行が相当期間を定めて請求をした場合には、借主は

銀行の承認する担保もしくは増担保を提供し、または保証人をたて、もしくはこれ

を追加するものとします。 

２  借主は、担保について現状を変更し、または第三者のために権利を設定もしくは

譲渡するときは、あらかじめ書面により銀行の承諾を得るものとします。銀行は、

その変更等がなされても担保価値の減少等債権保全に支障を生ずる恐れがない場合には、

これを承諾するものとします。 

３  借主がこの契約による債務を履行しなかった場合には、銀行は、法定の手続また

は一般に適当と認められる方法、時期、価格等により銀行において担保を取立また

は処分のうえ、その取得金から諸費用を差し引いた残額を銀行の指定する順序によ 
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り債務の弁済に充当できるものとします。取得金をこの契約による債務の弁済に充

当した後に、なお債務が残っている場合には借主は直ちに弁済するものとし、取得

金に余剰が生じた場合には銀行はこれを権利者に返還するものとします。 

４  借主が銀行に提供した担保について、事変、災害、輸送途中の事故等やむを得な

い事情によって損害が生じた場合には、銀行が責任を負わなければならない事由に

よるときを除き、その損害は借主が負担するものとします。 

 

 

第６条（期限前の全額返済義務） 
 

１  借主について次の各号の事由が一つでも生じた場合には、貴行からの通知催告等

がなくても、借主は貴行に対する一切の債務について当然期限の利益を失い、直ち

に債務を返済するものとします。 

（１）支払の停止または破産、民事再生手続開始の申立があったとき 
 

（２）手形交換所または電子債権記録機関の取引停止処分を受けたとき 
 

（３）借主またはその保証人の預金その他貴行に対する債権について仮差押、保全差

押または差押の命令、通知が発送されたとき。なお、その保証人の貴行に対する

債権の差押等については、貴行の承認する担保を差し入れる旨を借主が遅滞なく

貴行に書面にて通知したことにより、貴行が従来どおり期限の利益を認める場合

には、貴行は書面にてその旨を通知するものとします。ただし、期限の利益を喪

失したことに基づきすでになされた貴行の行為については、この効力を妨げない

ものとします。 

（４）所在不明となり、貴行から借主に宛てた通知が届出の住所に到達しなくなったと

き 

（５）保証会社から保証の中止または解約の申出があったとき 
 

２  借主について次の各号の事由が一つでも生じた場合は、貴行からの請求によって、

借主は貴行に対する一切の債務について期限の利益を失い、直ちに債務を返済する

ものとします。なお、貴行の請求に際し、貴行に対する債務を全額支払うことにつ

き支障がない旨を借主が遅滞なく貴行に書面にて通知したことにより、貴行が従来

どおり期限の利益を認める場合には、貴行は書面にてその旨を借主に通知するもの

とします。ただし、期限の利益を喪失したことに基づきすでになされた貴行の行為につ

いては、その効力を妨げないものとします。 

（１）借主が貴行に対する債務の一部でも遅滞したとき 
 

（２）担保の目的物について差押または競売手続きの開始があったとき 
 

（３）借主がこの特約条項その他貴行との取引約定に違反したとき、または第１６条に

基づく貴行への報告に重大な虚偽の内容がある等の事由が生じたとき 
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（４）前各号のほか貴行の債権保全を必要とする相当の事由が生じたとき 
 

３  第２項の場合において、借主が住所変更の届出を怠る、あるいは借主が銀行から

の請求を受領しないなど、借主が責任を負わなければならない事由により請求が延

着しまたは到達しなかった場合は、通常到達すべき時に期限の利益が失われたもの

とします。 

 

 

第７条（反社会的勢力の排除） 
 

１  借主または保証人は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５

年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼ

うゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他、これらに準ずる者（以下これらを「暴

力団員等」という。）に該当しないこと、および次の各号のいずれにも該当しない

ことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約いたします。 

（１）暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 
 

（２）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 
 

（３）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加え

る目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を

有すること 

（４）暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしてい

ると認められる関係を有すること 

（５）役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等を社会的に非難されるべ

き関係を有すること 

２  借主または保証人は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一つにでも該当す

る行為を行わないことを確約します。 

（１）暴力的な要求行為 
 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為 
 

（３）取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 
 

（４）風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて貴行の信用を毀損し、または貴行

の業務を妨害する行為 

（５）その他前各号に準ずる行為 
 

３  借主または保証人が、第１項各号の一つにでも該当し、もしくは第２項各号の一

つにでも該当する行為をし、または第１項の規定にもとづく表明・確約に関して虚

偽の申告をしたことが判明し、借主との取引を継続することが不適切である場合、

借主は貴行から請求があり次第、貴行に対する一切の債務の期限の利益を失い、直

ちに債務を返済します。なお、第６条第３項の事由によりこの請求が延着しまたは 
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到達しなかった場合は、通常到達すべきときに期限の利益が失われたものとします。

４ 前項の規定の適用により、借主または保証人に損害が生じた場合にも、貴行にな 

んらの請求をしません。また、貴行に損害が生じたときは、借主または保証人がそ

の責任を負います。 

 

 

第８条（銀行からの相殺） 
 

１  銀行は、この契約による債務のうち各返済日が到来したもの、または第６条およ

び第７条によって返済しなければならないこの契約による借主の債務全額と、借主

の銀行に対する預金、定期積金、その他の債権とを、その債権の期限のいかんにか

かわらず相殺することができます。なお、この相殺をするときは、書面により借主

に通知するものとします。 

２  銀行が第１項によって相殺する場合には、債権債務の利息および損害金の計算期

間は相殺計算実行の日までとし、預金、定期積金、その他の債権の利率・利回りに

ついては、預金、定期積金規定等の定めによります。 

 

 

第９条（借主からの相殺） 
 

１  借主は、期限の到来している借主の預金、定期積金その他の債権とこの契約によ

る債務とを、その債務の期限が未到来であっても相殺することができます。 

２  借主が第１項によって相殺をする場合には、相殺計算を実行する日は各返済日と

し、相殺できる金額、相殺に伴う手数料および相殺計算実行後の各返済日の繰上等

については第３条に準ずるものとします。この場合、相殺の１４日前までに銀行へ

書面により相殺の通知をするものとし、預金、定期積金その他の債権の証書、通帳

は届出の印鑑を押印して直ちに銀行に提出するものとします。 

３  借主が第１項によって相殺をする場合には、債権債務の利息および損害金の計算

期間は、相殺計算実行の日までとし、預金、定期積金その他の債権の利率・利回り

については、預金、定期積金規定等の定めによります。 

４  本条による相殺計算の結果、借主の債権に残余金（１回の元金返済額に満たない

端数金を含む）が生じたときは、借主は、その残余金を返済用預金口座へ入金する

方法により返還を受けることとします。 

 

 

第１０条（債務の返済等にあてる順序） 
 

１  銀行が相殺をする場合に、借主にこの契約による債務のほかにも銀行に対し直ち

に返済しなければならない債務があり、これらの債務全額を消滅させるに足りない

ときは、銀行は債権保全上必要と認められる順序により充当し、これを借主に通知 
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するものとします。この場合、借主は、その充当に対して異議を述べないものとし

ます。 

２  借主から返済または第９条により相殺をする場合、この契約による債務のほかに

も銀行に対して債務があり、これらの債務全額を消滅させるに足りないときは、借

主が充当する順序を指定することができます。なお、借主が充当の順序を指定しな

かった場合は、銀行が適当と認める順序により充当することができ、借主はその充

当に対して異議を述べないものとします。 

３  借主の債務のうち一つでも返済の遅延が生じている場合などにおいて、第２項の

借主の指定により銀行の債権保全上支障が生じるおそれがある場合は、銀行は遅滞

なく異議を述べたうえで、相当の期間内に担保・保証の状況等を考慮して、銀行の

指定する順序により充当することができるものとします。この場合、銀行は借主に

充当の順序、結果を通知するものとします。 

４  第２項のなお書または第３項によって銀行が充当する場合には、借主の期限未到

来の債務については、その期限が到来したものとして、銀行はその順序方法を指定

することができるものとします。 

 

 

第１１条（代り証書等の提出） 
 

事変、災害等銀行の責任によらない事情によって証書その他の書類が紛失、滅失ま

たは損傷した場合には､借主は､銀行の請求によって代り証書等を提出するものとしま

す。 

 

 

第１２条（印鑑照合） 
 

銀行が、この取引にかかる諸届その他の書類に使用された印影をこの契約に係る口

座振替依頼書の押印の印影と相当の注意をもって照合し、相違ないと認めて取り扱っ

たときは、それらの書類につき、偽造、変造その他の事故があっても、そのために生

じた損害については、銀行は責任を負わないものとします。 

 

 

第１３条（費用の負担） 
 

次の各号に掲げる費用は、借主が負担するものとします。 
 

（１）（根）抵当権の設定、抹消または変更の登記に関する費用。 
 

（２）担保物件の調査または取立もしくは処分に関する費用。 
 

（３）借主または保証人に対する権利の行使または保全に関する費用。 
 

（４）この契約（変更契約を含む）に基づき必要とする手数料、印紙代。 
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第１４条（費用の自動支払） 
 

第１３条により借主が銀行に支払う費用のほか、銀行を通じて、銀行以外の者に支

払う費用については、第２条第２項と同様に、銀行は返済用預金口座から払い戻しの

うえ、その支払にあてることができるものとします。 

 

 

第１５条（届出事項の変更、成年後見人等の届出） 
 

１  借主は、氏名、住所、印鑑、電話番号その他の銀行に届け出た事項に変更があっ

た場合、または、借主について家庭裁判所の審判により補助、保佐、後見が開始さ

れ、もしくは任意後見監督人が選任された場合は、直ちに書面により銀行に届け出

るものとします。また、借主の補助人・保佐人・後見人について、家庭裁判所の審

判により補助・保佐・後見が開始された場合にも、同様に届け出るものとします。 

２  借主が住所変更の届出を怠る、あるいは借主が銀行からの通知または送付書類等

を受領しないなど、借主が責任を負わなければならない事由により通知または送付

書類が延着しまたは到達しなかった場合は、通常到達すべき時に到達したものとし

ます。 

 

 

第１６条（報告および調査） 
 

１  借主は、銀行が債権保全上必要と認めて請求をした場合は、銀行に対して、借主

および保証人の信用状態ならびに担保の状況について遅滞なく報告し、また調査に

必要な便益を提供するものとします。 

２  借主は、借主もしくは保証人の信用状態または担保の状況について重大な変化を

生じたとき、または生じるおそれがある場合には、銀行に対して報告するものとし

ます。 

 

 

第１７条（返済延滞時の回収業務委託） 
 

借主は、その返済が延滞した場合には銀行が返済金の管理回収について法務大臣の

許可を得たサービサー会社に委託することに同意します。 

 

 

第１８条（債権、権利の譲渡） 
 

１  銀行は、将来この契約による債権および権利を他の金融機関等に譲渡（以下信託

を含む）することができるものとします。 

２  第１項により債権が譲渡された場合、銀行は譲渡した債権に関し、譲受人（以下

信託の受託者を含む）の代理人になることができ、借主は銀行に対して、従来どお

り、表記の返済方法によって毎回の元利金返済額を支払い、銀行はこれを譲受人に 
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交付することができるものとします。 
 

 

 

第１９条（個人情報の取扱いに関する同意） 
 

借主は、別途定めのある「個人情報の取扱いに関する同意条項」の内容に同意する

ものとします。 

 

 

第２０条（専属的合意管轄裁判所） 
 

この契約について紛争が生じた場合には、銀行本店の所在地を管轄する裁判所を専

属的合意管轄裁判所とするものとします。 

 

 

第２１条（準拠法） 
 

借主および銀行は、この契約書に基づく契約基準法を日本法とすることに合意する

ものとします。 

 

 

第２２条（規定の変更） 
 

１  銀行は、法令の変更、金融情勢その他の理由により、この規定または借入要項中

の定め（利率、返済額、返済日に関する事項は除く）を変更する必要が生じたとき

には、民法５４８条の４の規定に基づいて変更できるものとします。 

２  銀行は、第１項の変更をするときは、変更を行う旨および変更後の内容ならびに

その効力の発生時期をホームページへの掲示その他の方法により、周知するものと

します。 

３  前二項による変更は、公表の際に定める１か月以上の相当な期間を経過した日か

ら適用するものとします。 

 

 

以 上 
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保証委託約款 
 

 

 

 

 

私（以下「借主」といいます。）は、株式会社八十二長野銀行（以下「貸主」といいま

す。）に対するＷｅｂでの申込みに従って金銭消費貸借契約が成立した場合の当該契約

（以下「原契約」といいます。）により、借主が貸主に対して負担する債務（以下「借

入債務」といいます。）につき、以下の各条項を承認のうえ、オリックス・クレジット

株式会社（以下「保証会社」といいます。）に連帯保証を委託します。 

 

 

 

第１条（委託の範囲） 
 

借主が保証会社に保証委託する債務の範囲は、借入債務すべて（元本、利息、遅延

損害金、その他費用等を含む）とします。 

 

 

第２条（保証期間） 
 

１  保証会社の保証債務は、保証会社が借主の与信審査を行い保証受託を承認するこ

とにより、貸主が借主に原契約による融資金を交付したときに発生するものとしま

す。 

２ 保証の期間は、原契約に基づく借入日から借入債務が完済する日までとします。 
 

 

 

第３条（保証債務の履行） 
 

１  借主が貸主に対する債務の履行をせず、かつ借主が原契約所定の期限の利益喪失

事由に該当したため、保証会社が貸主から保証債務の履行を求められた場合、借主

は、保証会社が借主に対して通知催告なく保証債務を履行しても異議ありません。 

２  保証会社が貸主に保証履行したことにより代位した場合、借主は、貸主が借主に

対して有していた一切の権利が保証会社に承継されることに異議ありません。 

３  前項により保証会社が承継した権利を行使する場合、原契約および本約款の各条

項が適用されるものとします。 

 

 

第４条（求償債務の履行） 
 

前条により保証会社が貸主に保証履行した場合、借主は、次の各号に定める求償権

および関連費用等について弁済の責めを負い、その合計額を直ちに保証会社に支払い

ます。 

①前条により保証会社が保証履行した全額。 
 

②保証会社が保証履行のために要した費用の総額。 
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③上記①の金額に対する保証会社による弁済日の翌日から借主から保証会社への

支払完了日まで年１４．０％の割合（年３６５日の日割計算）による遅延損害金。 

④保証会社が借主に対し、上記①、②、③の金額を請求するために要した費用

の総額。 

 

 

第５条（求償権の事前行使） 

１  借主について次の各号の事由が一つでも生じた場合には、第３条の保証履行前と

いえども保証会社からの通知催告等がなくても、借主は、あらかじめそのとき現在

の貸主に対する債務相当額、および保証会社へ支払う日までの未払利息、遅延損害

金相当額の求償債務を負い、直ちに保証会社へ弁済するものとします。 

①原契約について弁済期限が到来したとき、または期限の利益を喪失したとき。 
 

②保証会社との契約の条項および貸主との約定に違反し、または貸主に対する債

務を履行しなかった場合。 

③支払いの停止、破産手続開始、民事再生手続開始の申立または調停（特定調停

を含む）の申立、その他これらに類する手続きがなされたとき。 

④保全処分、強制執行、滞納処分、担保権実行の申立を受けたとき。 
 

⑤振出、もしくは引受した手形または小切手を不渡りとしたとき。 
 

⑥第６条の届出を怠るなど、借主の責に帰すべき事由によって、貸主および保証

会社に所在が不明となったとき。 

⑦刑事上の訴追を受けたとき。 
 

⑧その他、保証会社において求償権保全のため必要と認める事実が発生したとき。 

 

 

第６条（届出義務） 
 

１  借主は、氏名や住所、勤務先等について変更があった場合、直ちに書面で保証会

社に対し通知するものとします。 

２  借主は、前項の届出を怠ったため保証会社からの通知または送付書類等が延着ま

たは不到達となっても、通常到達すべきときに到達したものとみなし、その通知等

の効力も通常到達すべきときに生じることに異議ないものとします。 

３  前項のほか、求償権行使に影響ある事態が発生したときは、借主は直ちに保証会

社に対し書面で通知するものとします。 

 

 

第７条（調査） 
 

１  保証会社は、保証債務の存続中、または保証会社に対する求償債務の履行を完了

するまで、借主に対して必要な資料の提出を求めることができるものとし、借主は
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直ちにこれに応じるものとします。 

２  借主は、保証会社が保証債務の存続期間中に借主の財産、収入、信用等を調査し

ても何ら異議ありません。 

 

 

第８条（充当の指定） 

借主が保証会社に対し、本約款に基づく求償債務のほか他の債務を負担していると

き、借主は、借主の弁済金が債務総額を消滅させるに足りない場合は、保証会社が適

当と認める順序方法により充当されても一切異議ありません。 

 

 

第９条（反社会的勢力等の排除） 
 

１  借主は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しな

い者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは

特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」とい

います。）に該当しないことおよび次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、

かつ将来においても該当しないことを確約します。 

①暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること。 
 

②暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。 
 

③借主自らまたは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える

目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を

有すること。 

④暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をして

いると認められる関係を有すること。 

⑤役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難され

るべき関係を有すること。 

⑥犯罪による収益の移転防止に関する法律において定義される「犯罪による収益」

にかかる犯罪（以下「犯罪」といいます。）に該当する罪を犯した者。 

２  借主は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わな

いことを確約します。 

①暴力的な要求行為。 
 

②法的な責任を超えた不当な要求行為。 
 

③取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為。 
 

④風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて貸主の信用を毀損し、または貸

主の業務を妨害する行為。 

⑤風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて保証会社の信用を毀損し、また
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は保証会社の業務を妨害する行為。 

⑥犯罪に該当する罪に該当する行為。 
 

⑦その他前各号に準ずる行為。 
 

３  借主が、暴力団員等もしくは第１項各号のいずれかに該当し、もしくは前項各号

のいずれかに該当する行為をし、または第１項に関し虚偽の申告をしたことが判明

した場合、借主は保証会社の請求により、保証会社に対する一切の債務について期

限の利益を失い、債務の全額を直ちに支払うものとします。 

４  借主は、前項の規定の適用により、借主に損害が生じた場合でも、保証会社にな

んらの請求はしないものとします。また、保証会社に損害が生じたときは、借主は

その責任を負うものとします。 

 

 

第１０条（担保、連帯保証人の提供） 
 

借主は、保証会社から担保もしくは連帯保証人の提供を求められたときは遅滞なくこ

れに応じ、一切異議を述べません。 

 

 

第１１条（費用の負担） 
 

保証会社が求償権（事前求償権を含む）の保全もしくは行使、または担保の保全も

しくは行使、処分に要した費用はすべて借主が負担するものとします。 

 

 

第１２条（約款の変更） 
 

保証会社は、本約款の内容を変更する場合、法令等の定める条件・手続きに従い、

当該変更内容及び変更日を借主に通知又は公表するものとします。この場合、借主は、

変更日以降は変更後の約款内容に従うものとします。 

 

 

第１３条（専属的合意管轄裁判所） 
 

借主は、本約款に基づく取引について訴訟の必要が生じた場合には、訴額のいかん

に関わらず、東京簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに同意しま

す。 

 

 

第１４条（準拠法） 
 

借主および保証会社は、この約款に基づく契約基準法を日本法とすることに合意する

ものとします。 

 

 

以 上 
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個人情報の取扱いに関する同意条項 
 

 

 

 

 

第１条（個人情報の利用目的） 
 

株式会社八十二長野銀行（以下｢銀行｣という）では、個人情報の保護に関する法

律（平成１５年５月３０日法律第５７号､その後の改正を含みます。以下｢保護法｣と

いう。）に基づき､申込者（契約者を含む。以下同じ。）の個人情報を下記業務ならび

に利用目的の達成に必要な範囲で利用いたします。なお、特定の個人情報の利用目

的が、法令等に基づき限定されている以下の場合には、当該利用目的以外で利用い

たしません。 

○  銀行法施行規則第１３条の６の６により個人信用情報機関から提供を受

けた、申込者のご返済能力に関する情報については、申込者のご返済能力の調

査以外に利用・第三者提供いたしません。 

○  銀行法施行規則第１３条の６の７により業務を行ううえで知り得た申込者

の人種、信条、門地、本籍地、保健医療または犯罪経歴についての情報等の特

別な非公開情報は、適切な業務運営その他必要と認められる目的以外に利用・

第三者提供いたしません。 

（１）個人情報を利用する業務 
 

○  預金業務、為替業務、両替業務、融資業務、外国為替業務およびこれらに

付随する業務 

○  投資信託販売業務、保険販売業務、証券仲介業務、信託業務、社債業務等、

法律により銀行が営むことができる業務およびこれらに付随する業務 

○その他銀行が営むことのできる業務およびこれらに付随する業務（今後、取

扱いが認められる業務を含む。） 

（２）利用目的 
 

銀行および銀行の関連会社や提携会社の金融商品やサービスに関し、下記目的

で利用いたします。 

○  各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスのお申込、ご相談の受付

のため 

○  法令等に基づくご本人様の確認等や、金融商品およびサービスをご利用い

ただく資格等の確認のため 

○ 預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理

のため 

○ 融資等のお申込みや継続的なご利用等に際しての判断のため 
 



１４ 

 

○ 適合性の原則に照らした判断等、金融商品およびサービスの提供にかかる妥

当性の判断のため 
 

○  与信事業に際して個人情報を加盟する個人信用情報機関に提供する場合等、

適切な業務の遂行に必要な範囲で第三者に提供するため 

○  他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合

等において、委託された当該業務を適切に遂行するため 

○ 申込者との契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため 
 

○  市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実施等による金融商品および

サービスの研究や開発のため 

○  お電話によるご案内やダイレクトメールの発送等、金融商品およびサービス

に関する各種ご提案のため 

○ 提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため 
 

○ 各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため 
 

○ 各種リスク管理を適切に行うため 
 

○ 法令を遵守するため 
 

○ その他、お客様との取引・契約を適切かつ円滑に履行するため 
 

○ 当行グループの経営管理ならびにこれに付随する業務を遂行するため 
 

 

 

第２条（個人情報の第三者提供に関する同意） 
 

１  銀行から保証会社への第三者提供申込者は、本申込みおよび本取引にかかる情報を

含む下記情報が、保証会社および提携先における申込の受付、資格確認、保証の審

査、保証の決定、保証取引の継続的な管理、加盟する個人信用情報機関への提供、

法令等や契約上の権利の行使や義務の履行、市場調査等研究開発、取引上必要な各

種郵便物の送付、金融商品やサービスの各種ご提案、その他申込者との取引が適切

かつ円滑に履行されるために、銀行より保証会社に提供されることを同意します。 

（１）申込者の氏名､年齢､生年月日､性別､住所、連絡先、電話番号、家族に関する情

報、勤務先に関する情報、資産・負債に関する情報、申込書に関する情報等、契

約書等に記載の全ての情報 

（２）銀行における借入残高、借入期間、金利、返済額、返済日等本取引に関する情

報 

（３）銀行における預金残高情報、他の借入金の残高情報・返済状況等、保証会社に

おける保証審査、取引管理に必要な情報 

（４）延滞情報を含む本取引の弁済に関する情報 
 

（５）銀行が保証会社に対して代位弁済を請求するにあたり必要な情報また、本申込 
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および本取引にかかる情報を含む以下の情報が、保証会社における銀行のローン

審査結果の確認、ローン取引の状況の確認、代位弁済完了の確認のほか、本取引 

に関する保証条件の決定および他の与信取引等継続的な取引に関する判断およ

びそれらの管理、法令等や契約上の権利行使や義務の履行、市場調査等研究開発、

取引上必要な各種郵便物の送付、金融商品やサービスの各種ご提案、その他申込

者との取引が円滑に履行されるために、銀行より保証会社に提供されることに同

意します。 

① 銀行でのローン審査の結果に関する情報 
 

② 銀行における取引全般に関する情報 
 

③  銀行におけるローン残高情報、他のローン取引に関する情報、保証会社にお

ける取引管理に必要な情報 

④  保証会社が銀行から代位弁済を請求される場合、代位弁済完了に関する情報

等、代位弁済手続に必要な情報 

２  サービサーヘの債権管理回収業務の委託、サービサーヘの債権管理回収業務の委

託に伴って、当該業務上必要な範囲内で銀行とサービサー間で相互に申込者の個人

情報が提供されることについて同意します。 

３  債権譲渡、証券化ローン債権は、債権譲渡・証券化などの形式で、他の事業者等

に移転することがあります。その際に、申込者の個人情報（個人信用情報機関から

取得した情報を除く）が当該債権譲渡または証券化のために必要な範囲内で、債権譲渡

先または証券化のために設立された特定目的会社等に提供されることに同意します。 

 

 

第３条（個人信用情報に関する同意）

１ 個人信用情報機関の利用等 

（１）申込者は、銀行が加盟する個人信用情報機関および同機関と提携する個人信用

情報機関に申込者の個人情報（当該各機関の加盟会員によって登録される契約内

容、返済状況等の情報のほか、当該各機関によって登録される不渡情報、破産等

の官報情報等を含む。）が登録されている場合には、銀行がそれを与信取引上の

判断（返済能力または転居先の調査をいう。ただし、返済能力に関する情報につ

いては返済能力の調査の目的に限る。以下同じ。）のために利用することに同意

します。 

（２）銀行がこの申込みに関して、銀行の加盟する個人信用情報機関を利用した場合、

申込者は、その利用した日および本申込みの内容等が同機関に下表に定める期間

登録され、同機関の加盟会員によって自己の与信取引上の判断のために利用され 
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ることに同意します。 
 

（３）前二項に規定する個人信用情報機関は次のとおりです。各機関の加盟資格、会員

名等は各機関のホームページに掲載されております。 

①銀行が加盟する個人信用情報機関 
 

全国銀行個人信用情報センター（略称：ＫＳＣ） 
 

〒１００‐８２１６ 
 

東京都千代田区丸の内１‐３‐１ 
 

ＴＥＬ ０３‐３２１４‐５０２０ 
 

ホームページアドレス https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/index.html 
 

②同機関と提携する個人信用情報機関 
 

（株）日本信用情報機構（略称：ＪＩＣＣ） 
 

〒１１０‐００１４ 
 

東京都台東区北上野１－１０－１４住友不動産上野ビル５号館

フリーダイヤル ０５７０‐０５５‐９５５ 

ホームページアドレス https://www.jicc.co.jp/ （株）シー・アイ・シー 
 

（略称：ＣＩＣ） 
 

郵便番号１６０‐８３７５ 
 

東京都新宿区西新宿１‐２３‐７ 新宿ファーストウエスト１５階

フリーダイヤル ０１２０‐８１０‐４１４ 

ホームページアドレス https:/www.cic.co.jp/ 
 

２ 個人信用情報機関への登録等 
 

（１）申込者は、下記の個人情報（その履歴を含む。）が銀行が加盟する個人信用情報

機関に登録され、同機関および同機関と提携する個人信用情報機関の加盟会員に

よって自己の与信取引上の判断（返済能力または転居先の調査をいう。ただし、

返済能力に関する情報については返済能力の調査の目的に限る。）のために利用

されることに同意します。 

①  氏名、生年月日、性別、住所（本人への郵便不着の有無等を含む。）、電話番

号、勤務先等の本人情報 

下記情報のいずれかが登録されている期間 
 

②  借入金額、借入日、最終返済日等の本契約の内容およびその返済状況（延滞、

代位弁済、強制回収手続、解約、完済等の事実を含む。）本契約期間中および本

契約終了日（完済していない場合は完済日）から５年を超えない期間 

③  銀行および保証会社が加盟する個人信用情報機関を利用した日および本契約

またはその申込みの内容等当該利用日から１年を超えない期間 
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④  不渡情報第１回目不渡は不渡発生日から６か月を超えない期間、取引停止処

分は取引停止処分日から５年を超えない期間 

⑤ 官報情報破産手続開始決定等を受けた日から１０年を超えない期間 
 

⑥ 登録情報に関する苦情を受け、調査中である旨当該調査中の期間 
 

⑦  本人確認資料の紛失・盗難等の本人申告情報本人から申告のあった日から５

年を超えない期間 

（２）申込者は、前項の個人情報が、その正確性･最新性維持、苦情処理、個人信用情

報機関による加盟会員に対する規則遵守状況のモニタリング等の個人情報の保護

と適正な利用の確保のために必要な範囲内において、個人信用情報機関およびそ

の加盟会員によって相互に提供または利用されることに同意します。 

（３）前（２）に規定する個人信用情報機関は前１項（３）のとおりです。各機関の

加盟資格、会員名等は各機関のホームページに掲載されております。なお、個人

信用情報機関に登録されている情報の開示は、各機関で行います（銀行ではでき

ません。）。 

 

 

第４条（個人情報の｢開示｣｢訂正・追加・削除｣｢利用停止または消去｣） 
 

１  申込者は、銀行および第３条１（３）①で記載する銀行が加盟する個人信用情報

機関ならびに第３条１（３）②で記載する銀行が加盟する個人信用情報機関の提携

する個人信用情報機関に対して、個人情報の保護に関する法律に定めるところによ

り自己に関する個人情報を開示するよう請求することができます。 

①  銀行に開示を求める場合には、本同意条項第７条記載の窓口にご連絡ください。

開示請求手続き（受付窓口、受付方法、必要な書類、手数料等）の詳細について

お答えします。 

②  第３条１（３）①で記載する銀行が加盟する個人信用情報機関に開示を求める

場合には、第３条１（３）①記載の個人信用情報機関に連絡してください。 

③  第３条１（３）②で記載する銀行が加盟する個人信用情報機関の提携する個人

信用情報機関に対して開示を求める場合には、第３条１（３）②記載の個人信用

情報機関に連絡してください。 

２  万一個人情報の内容が事実でないことが判明した場合には、銀行は、速やかに訂

正または削除に応じるものとします。 

３  「開示」「訂正・追加・削除」「利用停止または消去」の手続きについては、銀行

のホームページに掲載いたします。 

 

 

第５条（本同意条項に不同意の場合） 
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銀行は､申込者が本契約の必要な申告事項（Ｗｅｂ画面上で契約者が申告すべき事

項）の入力を希望しない場合および本同意条項の内容の全部または一部を同意できな

い場合、本契約をお断りすることがあります。 

 

 

第６条（ダイレクトマーケティングへの利用停止の申出） 
 

銀行からのダイレクトメール、電話でのセールス等を希望されない場合は、銀行の

本支店へ申出ることができます。 

 

 

第７条（お問合わせ窓口） 
 

銀行の個人情報の開示・訂正・削除についての申込者の個人情報に関するお問合わ

せや利用・提供中止、その他のご意見の申出に関しましては、銀行の本支店までお願

いします。 

 

 

第８条（本契約が不成立の場合） 
 

本契約が不成立の場合であっても本申込をした事実は、第３条（２）に基づき、当

該契約の不成立の理由の如何を問わず一定期間利用されますが、それ以外に利用され

ることはありません。 

 

 

第９条（個人情報の共同利用） 
 

個人情報の共同利用については、銀行のホームページにて公表いたします。 
 

 

 

第１０条（専属的合意管轄裁判所） 
 

申込者と銀行の間で個人情報について、訴訟の必要が生じた場合は、銀行の本店を

管轄する簡易裁判所または地方裁判所を専属的合意管轄裁判所といたします。 

 

 

第１１条（準拠法） 
 

私は、この同意条項に基づく準拠法を日本法とすることに同意します。 

第１２条（条項の変更） 

本同意条項は法令に定める手続きにより、必要な範囲内で変更できるも

のとします。 

 

 

 

以 上 
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保証会社に対する同意条項 
 

保証会社：オリックス・クレジット株式会社 
 

 

 

 

 

第１条（個人情報の収集・保有・利用、預託） 
 

（１）申込者は、今回のお申込みを含む保証会社との各種取引（以下「各取引」と

いう。）の与信判断および与信後の管理のため、以下の情報（以下これらを総

称して「個人情報」という。）を保証会社が所定の保護措置を講じたうえで収

集・利用することに同意します。 

①  各取引所定の申込書に申込者が申告した氏名、年齢、生年月日、性別、住所、

電話番号、Ｅメールアドレス、勤務先、家族構成、住居状況およびＷｅｂ画

面上以外で申込者が保証会社に届け出た事項 

② 各取引に関する申込日、契約日、商品名、契約額、支払回数 
 

③ 各取引に関する支払開始後の利用残高、月々の返済状況 
 

④  各取引に関する申込みおよび支払途上における申込者の支払能力を調査す

るため、申込者が申告した申込者の資産、負債、収入、支出、保証会社が収

集したクレジット利用履歴および過去の債務の返済状況 

⑤  各取引において申込者からの問合わせにより保証会社が知り得た情報（通

話情報を含む。） 

⑥  犯罪収益移転防止法に基づいて、申込者の運転免許証、パスポート等によ

って本人確認を行った際に収集した情報 

⑦ 保証会社が住民票を取得した場合には、その際に収集した情報 
 

⑧  各取引に関する申込者の支払能力を調査するため、申込者の源泉徴収票・

所得証明等によって、収入の確認を行った場合には、その際に収集した情報 

⑨ 官報や電話帳等一般に公開されている情報 
 

（２）保証会社が各取引に関する与信、管理、その他の業務の一部または全部を、

保証会社の委託先企業に委託する場合に、保証会社が個人情報の保護措置を講

じたうえで、①により収集した個人情報を当該委託先企業に提供し、当該委託

先企業が受託の目的に限って利用する場合があります。 

 

 

 

第２条（営業活動等の目的での個人情報の利用） 
 

（１）申込者は､第１条（１）に定める利用目的のほか、保証会社が下記の目的のた

めに第１条（１）①、②の個人情報を利用することに同意します。 

①  保証会社のクレジット関連事業および金融サービス事業（それらに付随し
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て提供するサービスを含む。）、ならびにその他保証会社の事業におけるサー

ビス提供、宣伝物・印刷物の送付等の営業案内、関連するアフターサービス 

②  保証会社以外の第三者から受託して行う当該第三者の宣伝物・印刷物の送

付等の営業案内 

③  保証会社のクレジット関連事業および金融サービス事業（それらに付随して

提供するサービスを含む。）、ならびにその他保証会社の事業における市場調査、

商品開発 

※保証会社の具体的な事業内容は、保証会社のホームページ（アドレスは下記

のとおり）に常時掲載しております。 

オリックス・クレジット（株）：http://credit.orix.co.jp/ 
 

（２）申込者は、前項の利用について、中止の申出ができます。ただし、各取引の規 
 

約等に基づき保証会社が送付する請求書等に記載される営業案内およびその

同封物は除きます。 

 

 

第３条（個人信用情報機関への登録・利用） 
 

（１）申込者の支払能力の調査のために、保証会社が加盟する個人信用情報機関（個 
 

人の支払能力に関する情報の収集および加盟会員に対する当該情報の提供を

業とする者）および当該機関と提携する個人信用情報機関に照会し、申込者の個

人情報（破産宣告等の公的記録情報、電話帳記載の情報を含む。）が登録されて

いる場合には、それを利用することに同意します。なお、上記の個人信用情報機

関に登録されている個人情報は、支払能力（返済能力）の調査以外の目的で使用

してはならないこととされています。 

（２）申込者の各取引に関する客観的な取引事実に基づく個人情報が（３）に定め

る保証会社の加盟する個人信用情報機関に登録され、保証会社が加盟する個人信

用情報機関および当該機関と提携する個人信用情報機関の加盟会員により、申込

者の支払能力に関する調査のために利用されることに同意します。なお、上記の

個人信用情報機関に登録されている個人情報は、支払能力（返済能力）の調査

以外の目 的で使用してはならないこととされています。 

（３）加盟個人信用情報機関の名称、住所、問合わせ電話番号、登録情報および登録

期間は下記のとおりです。 

（株）シー・アイ・シー（ＣＩＣ） 
 

〒１６０‐８３７５ 
 

東京都新宿区西新宿１‐２３‐７ 新宿ファーストウェスト１５

階フリーダイヤル ０１２０‐８１０‐４１４ 
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ホームページアドレス https://www.cic.co.jp/ 
 

登録情報 
 

氏名、生年月日、住所、電話番号、勤務先、運転免許証等の記号番号等本人

を特定するための情報、契約の種類、契約日、契約額、貸付額、商品名、支

払回数、契約を特定するに足りる番号・記号・その他の符号、契約の数量・

単位等 

契約内容に関する情報、債務のうち会員が１年間に支払うことが見込まれる額、

利用残高、支払日、完済日、延滞等支払い状況に関する情報 

登録期間 
 

①  本契約に係る申込みをした事実は保証会社が（株）シー・アイ・シーに

照会した日から６か月間 

② 本契約に係る客観的な取引事実は契約期間中および契約終了後５年間 
 

③ 債務の支払いを延滞した事実は契約期間中および契約終了後５年間 
 

※ （株）シー・アイ・シー（ＣＩＣ）の加盟資格、加盟会員企業名等の詳

細は、上記の同社のホームページをご覧ください。 

（株）日本信用情報機構（ＪＩＣＣ） 
 

〒１１０‐００１４ 
 

東京都台東区北上野１－１０－１４住友不動産上野ビル５号館

フリーダイヤル ０５７０‐０５５‐９５５ 

ホームページアドレス https://www.jicc.co.jp/ 
 

登録情報 
 

本人を特定するための情報（氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、勤務先、

運転免許証等の記号番号等）、契約内容に関する情報（契約の種類、契約日、貸

付日、契約金額、貸付金額、保証額、契約を特定するに足りる番号・記号・そ

の他の符号、契約の数量・単位等）、返済状況に関する情報（債務のうち会員が

１年間に支払うことが見込まれる額、入金日、入金予定日、残高金額、完済日、

延滞等）、取引事実に関する情報（債権回収、債務整理、強制解約、破産申立、

債権譲渡等） 

登録期間 
 

① 本契約にかかる申込みをした事実は、申込日から６か月を超えない期間 
 

② 本人を特定するための情報は、契約内容、返済状況または取引事実に関する

情報のいずれかが登録されている期間 
 

③  契約内容および返済状況に関する情報は、契約継続中および完済日から５

年を超えない期間 

④ 取引事実に関する情報は、当該事実の発生日から５年を超えない期間 
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⑤  延滞情報は延滞継続中、延滞解消および債権譲渡の事実に係る情報は、当

該事実の発生日から１年を超えない期間 

（４）提携個人信用情報機関は、下記のとおりです。全国銀行個人信用情報センタ

ー 

〒１００‐８２１６ 
 

東京都千代田区丸の内１‐３‐１ 
 

ＴＥＬ ０３‐３２１４‐５０２０ 
 

ホームページアドレス https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/index.html 
 

※  全国銀行個人信用情報センターは、主に金融機関とその関係会社を会員とする

個人信用情報機関です。 

 

 

第４条（個人情報の開示・訂正・削除） 
 

（１）申込者は、保証会社および第３条（３）で記載する個人信用情報機関ならびに

第３条（４）で記載する個人信用情報機関に対して、下記のとおり自己に関する

個人情報の開示請求ができます。 

①  保証会社に開示を求める場合には、第６条記載の窓口にご連絡ください。開

示請求手続き(受付窓口、受付方法、必要な書類、手数料等)の詳細についてお

答えします。 

② 第３条（３）で記載する個人信用情報機関に開示を求める場合には、第３条 
 

（３）記載の個人信用情報機関にご連絡ください。 
 

③  第３条(４)で記載する個人信用情報機関に対して開示を求める場合には、第

３条（４）記載の個人信用情報機関にご連絡ください。 

（２）万一保証会社の保有する申込者の個人情報の内容が事実と相違していることが

判明した場合には、保証会社は、速やかに訂正または削除に応じるものとします。 

 

 

第５条（本同意条項に不同意の場合） 
 

保証会社は、申込者が各取引のお申込みに必要な申告事項（各取引のＷｅｂ画面上

で申込者が申告すべき事項）の入力をされない場合および本同意条項の全部または一

部を承認できない場合、各取引のお申込みに対する承諾をしないことがあります。但

し、第２条（１）に同意しないことを理由に承諾をしないことはありません。 

 

 

 

第６条（お問合わせ窓口） 
 

保証会社の保有する申込者の個人情報に関するお問合わせや、開示・訂正・削除の

申出、第２条（２）の営業目的での利用の中止、その他のご意見の申出に関しまして
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は、下記の保証会社のお問合わせ先までお願いします。 

オリックス・クレジット株式会社 
 

〒１９０‐８５２８ 
 

東京都立川市曙町２‐２２‐２０ 立川センタービル

オリックス・クレジット株式会社 

コミュニケーションセンター 
 

ＴＥＬ ０４２‐５２８‐５７０１ 
 

 

 

第７条（各取引の契約が不成立の場合） 
 

（１）各取引の契約が不成立の場合にも、その不成立の理由のいかんを問わず、当該

各取引が不成立となった事実、および第１条（１）に基づき保証会社が取得した

個人情報は以下の目的で利用されますが、それ以外に利用されません。 

①  申込者からの新たな各取引のお申込みに際して、保証会社が与信目的でする

利用 

② 第３条（２）)に基づく個人信用情報機関への登録 
 

（２）前項②は、第３条（２）の個人信用情報機関の加盟会員により、申込者の支払

能力に関する調査のために利用されます。 

 

 

第８条（専属的合意管轄裁判所） 
 

申込者と保証会社の間で個人情報について、訴訟の必要が生じた場合は、保証会社

の本社、支店を管轄する簡易裁判所または地方裁判所を専属的合意管轄裁判所といた

します。 

 

 

第９条（準拠法） 
 

私は、この同意条項に基づく準拠法を日本法とすることに同意します。 
 

 

 

第１０条（条項の変更） 
 

本同意条項は保証会社所定の手続きにより変更することができます。 
 

 

以 上 
 

（２０２０年２月３日現在） 


